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中国最高裁判所知的財産権法廷判決要旨（2025）
（専利権帰属・侵害案件）

先頃、中国最高裁判所知的財産権法廷が『最高裁判所知的財産権法廷判決要旨（2025）』

を公表した。ここでは専利権帰属・侵害案件の判決要旨の一部を紹介する。

1.「偽の従属項」が存在する場合の請求項の解釈、及び商業標識に基づく製造者認定

【判決要旨】1.専利請求項に記載された形式的な従属請求項が独立請求項を実質的にさら

に限定するものでない場合、一般的には当該従属請求項を独立請求項として解釈すべきであ

る。保護範囲を確定するにあたり、当該請求項と形式的に引用されている請求項との区別に

注意しなければならず、当該請求項およびその実施例は、形式的に引用されている請求項を

解釈するために必ずしも用いられるわけではない。2.被疑侵害製品に商標などの商業標識が

付されているが、製造者に関する情報が明示されておらず、専利権者が当該商業標識の示す

主体に侵害の製造者責任を負わせることを主張する場合、被疑侵害者が反証を提出せず、

または提出した証拠が製造者であることを否定するに不十分であるとき、裁判所は当該被疑

侵害者を製造者と認定することができる。

2.微生物専利に係わる寄託菌株の情報と明細書に記載された情報が異なる場合の保護範囲

の確定

【判決要旨】法に従って微生物の寄託手続きが完了した専利に関して、請求項に限定された

寄託菌株の試験情報と専利明細書に記載された情報が完全に一致しないとき、専利権者が相

違について当業者であれば納得できる合理的説明を行った場合は、寄託菌株の試験情報に基

づいて専利権の保護範囲を定めることができる。

3.ソフトウェアとハードウェアをセットで販売した場合の被疑技術案の認定

【判決要旨】製品の製造者が特定のソフトウェアとハードウェア製品をセットで販売する

場合、ソフトウェアとハードウェアの組み合わせによる使用は最終的にユーザーによって行

われるが、製造者がソフトウェアとハードウェアの組み合わせによる使用が可能であること

を知りながら、ソフトウェアとハードウェアをセットで供給した以上、当該ソフトウェアと

ハードウェアの組み合わせによって形成される技術案は当該製造者が実施した侵害技術案

として扱うべきである。

4.景品提供行為の性質の認定

【判決要旨】被疑侵害者が商品取引の過程で、被疑侵害製品を景品として他人に提供した

場合、これは専利法上の販売行為に該当する。

*（タイトルをクリックするとリンクが表示されます。）

https://www.court.gov.cn/zixun/xiangqing/498161.html
https://www.court.gov.cn/zixun/xiangqing/498161.html
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5.主要部品の供給が製造行為に該当するか否かの認定

【判決要旨】被疑侵害者が被疑侵害製品の主要部品を製造し、かつその他の必要部品の入

手手段も提供したことで、実質的に被疑侵害技術案の形成を主導・決定した場合、専利法上

の製造行為を実施したと認定できる。 

6.組み合わせて使用される専用部品を供給する行為の認定

【判決要旨】被疑侵害者が、その製造・販売する被疑侵害製品の部品が専利製品の部品と

組み合わせて使用されるほかに合理的な用途のない専用部品であることを明らかに知っており、

かつ両部品の組み合わせにより形成される技術案が専利権の保護範囲に属する場合、この行

為は侵害幇助に該当する。

7.専利製品のラベルを貼り替えて再販する行為の認定、及び専利技術案を実施する専用品

の販売と黙示の許諾

【判決要旨】1.被疑侵害者が、専利権者の許諾を得て製造・販売された専利製品を購入

した後、直接または簡単に再包装してラベルを貼り替えて再販し、かつ自らが研究開発・製

造した製品であると公言した場合、この行為は一般的に専利法上の侵害行為には該当しない。

専利権者は別途、法律に基づいて権利を主張することができる。2.ある製品の唯一の合理的

な用途が係争専利の技術案を実施することである場合、買受人が専利権者の許諾を得て製

造・販売された当該製品を購入し、それを用いて専利技術案を実施する行為は、一般的に専

利権者の許諾を得たものと見なされ、専利権の侵害には該当しない。

8.方法専利の侵害認定

【判決要旨】方法専利権侵害紛争案件において、専利権者が被疑侵害技術案で方法専利の

特定の技術的効果を得たことしか証明できず、当該方法専利で定められた特定の手順および

方法を実施したことを立証できない場合、一般的に被疑侵害技術案が当該方法専利の保護範

囲に属するとは認められない。

9.専利権付与・確認において認定された区別される技術的特徴についての専利権侵害案件

における均等判断

【判決要旨】発効した専利権付与・確認行政決定または判決において、専利技術案にお

けるある技術的特徴が当該専利と最も近い先行技術と区別される技術的特徴であると認めら

れ、かつ、先行技術は当該特徴を最も近い先行技術と組み合わせることにより専利技術案を

実現するという技術的示唆を提供しておらず、専利権侵害紛争案件において、被疑侵害技術

案に、専利技術案の区別される技術的特徴ではなく、最も近い先行技術の技術的特徴が用

いられている場合、両者が均等な技術的特徴であると認めるべきではない。

10. 数値限定の技術的特徴の均等認定

【判決要旨】専利明細書において、請求項に記載された数値範囲の特徴と当該専利技術案

が達成する技術的効果との間に特定の対応関係があることが明確に定められている場合、当

該数値範囲以外の技術案は専利権の保護範囲から除外されることを意味する。したがって、
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専利権者が民事侵害案件において、当該数値範囲以外の数値特徴が均等な特徴であると主張

した場合、裁判所は一般的にこれを支持しない。

11.論理回路に係わる請求項の解釈、電気分野における均等な技術的特徴の認定

【判決要旨】1.論理回路に係わる電気分野の専利請求項については、当業者の視点に立

ち、全体的な論理的解釈に従い、請求項に限定された技術案全体に基づいて、各技術的特徴

の論理的関係、信号の流れおよび制御のタイミングを重点的に理解すべきであり、技術的特

徴をその論理的連鎖から切り離して捉えることがないよう注意すべきである。2.電気分野

における均等な技術的特徴の認定にあたり、専利技術案と被疑侵害技術案の関係技術的特徴

の具体的な技術手段が基本的に同一であるか、それぞれの技術案全体における具体的な機能

が基本的に同一であるか、また、具体的な機能を実現する際の直接的な技術的効果が基本的

に同一であるかを重点的に検討すべきである。回路が最終的に実現する抽象的な機能のみに

着目し、各モジュールの具体的な構成や直接的な技術的効果を見逃して、専利権の保護範囲

を不当に拡大することがないようにすべきである。 

12. 標準必須専利権侵害の比較と判断

【判決要旨】標準必須専利権侵害紛争案件において、「ベンチマーキング」は侵害判断の

重要な手段の一つである。特に特定の基準を満たす被疑侵害製品が実施する技術案自体は技

術的難易度が高く、多額のコストを負担しなければならない場合は尚更である。専利権者が

係争中の専利が標準必須専利に該当することを証明した場合、当該標準に適合する被疑侵害

製品は当該標準必須専利の保護範囲に属すると推定できる。被疑侵害者が、当該被疑侵害製

品が当該標準必須専利の保護範囲に入らないと主張する場合には、自らが標準必須専利を実

施していないことを証明する証拠を提出しなければならない。 

13. 受託製造の共同製造者の認定および責任分担

【判決要旨】受託製造に係わる専利権侵害紛争案件において、実際に専利技術案の実施を

決定する委託者と専利技術案を直接実施する受託者は一般的に共同で製造行為を実施する者

であり、共同侵害を構成し、連帯賠償責任を負うべきである。委託者が製品は受託者から供

給されたものであることを理由に合法的出所の抗弁を主張した場合、これを認めない。

14. 農薬を登録するための農薬専利実施の性質の認定

【判決要旨】ジェネリック農薬の製造者が、自ら農薬行政主管部門への農薬登録申請に必

要な試験データを取得するために、農薬専利権の保護範囲に属する被訴侵害製品を限定的に

製造・使用したが、正常な専利権行使に不当な損害を及ぼさず、また専利権者の正当な利益

を不当に損なわない場合、専利法上の「試験又は研究の例外」に該当し、専利権侵害とはみ

なされない。

15.「試験又は研究の例外」の適用、及び専利無効と悪意ある訴訟の関係

【判決要旨】1.専利法第75条第1項第4号によれば、専ら「試験又は研究」の目的での実

施は、専利権の侵害には該当しないとされている。この規定の適用にあたっては、行為の目
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的が「専ら」科学研究および科学試験に限定され 、すなわち直接的な経済的利益を伴わない

研究活動に限られる。また、行為の主体については、科学研究・試験を行う主体に限定され

る。2.専利権の効力、特にその進歩性の有無に関する判断は相当な専門性と複雑性を有する

ものであり、専利権が無効または一部無効とされたからといって、専利権者が提起した侵害

訴訟が悪意ある訴訟であると単純に推論してはいけない。

16.先行技術の使用許諾期間満了後は、先使用権を主張する抗弁ができない。

  【判決要旨】被疑侵害者は、専利出願日前に技術秘密の実施許諾により当該専利技術案の

実施許諾を受けており、また同一製品の製造、同一方法の使用、または必要な関連準備を行っ

ていた。その後、技術秘密の許諾期間が満了してからも、許諾を得ずに引き続き当該専利技

術案を実施し、これについて先使用権を主張したが、裁判所はこの抗弁を認めない。

17. 信義誠実の原則に反して専利を標準に組み込む行為を法は保護しない。

  【判決要旨】専利権者は信義誠実の原則に従い、善意かつ合理的な方法で専利権を行使

しなければならず、専利権を濫用してはならない。専利権者が自らまたは標準策定者を誘導

して、自らの専利や専利出願に係わる技術案を国家標準、業界標準、地方標準に組み込むこ

とは、その標準が強制標準であるか推奨標準であるかを問わず、専利権者が標準策定において

専利出願および専利権の取得状況を実際のとおりに開示しておらず、標準が公布された後に

主観的に過失のない標準の実施者に対して専利権侵害訴訟を提起した場合には、その行為は

信義誠実の原則に反し、専利権の濫用に該当するため、法の保護を受けない。

18. 専利権侵害案件における金型の廃棄を求める請求の審査

  【判決要旨】専利権者は、侵害製造者が侵害製品の製造に専用される金型を保有または管

理している蓋然性が極めて高いことを立証し、あるいは合理的に説明した上で、被疑侵害製

造者が反証する十分な証拠を提出しない場合、裁判所は専利権者の金型の廃棄を求める請求

を支持する。

19.専利権侵害による損害賠償の算定方法の選択

  【判決要旨】専利権侵害紛争案件において、裁判所が侵害製品の販売数量の全部または一

部をすでに確定している場合、原則として既に侵害損害賠償額を算定するための基本的な要

件が揃ったものとみなされ 、侵害による損害または侵害による利益に基づいて損害賠償額を

計算すべきである。この場合、たとえ専利権者が主張または同意したとしても、ただちに法

定賠償を適用して賠償額を決めることは適切ではない。

20. 繰り返し侵害に対する懲罰的賠償

  【判決要旨】先の確定判決において、被疑侵害者の製造・販売行為が当該専利権の侵害に

当たると認められ 、権利侵害による損害賠償の算定期間は、先の第一審の法廷弁論終結前ま

でとした。侵害者が先の第一審法廷弁論終結後も同一または類似の侵害行為を継続して行っ

た場合、専利権者が別の関連後続案件訴訟を提起し、懲罰的賠償の適用を求めるときは、裁

判所はこれを支持することができる。



知財ニュース 6

21.技術案の修正と繰り返し侵害の認定、及び先の判決による賠償額と繰り返し侵害に対
する懲罰的賠償の算定基準の認定

【判決要旨】1.確定判決により、被疑侵害者が専利権を侵害したと認められた後、当該侵

害技術案について実質的でない修正だけを行って再び侵害行為を継続した場合、その行為は

同一または類似の侵害行為を故意に再度行ったものとみなすことができ、懲罰的賠償制度を

適用することができる。2.被疑侵害者が同一または類似の侵害行為を故意に再度行い、専利

権者が侵害による利益に基づく損害賠償を主張するものの関連証拠の収集が困難であり、被

疑侵害者が正当な理由なく侵害行為に関連する帳簿等の資料の提出を拒否し、専利権者が、

被疑侵害者の侵害による利益が確定判決で認定された賠償額を下回らないことが再度侵害

したことの合理的原因であることを理由に、前回認定された賠償額を懲罰的賠償の算定基準

とするよう主張した場合、裁判所は情状に応じてこれを支持する。

22.名義を変更して専利権侵害を継続した場合の懲罰的賠償制度の適用
【判決要旨】確定判決により、自然人または当該自然人が実質的に管理する会社が専利権

を侵害したと認定された後、当該自然人が他の主体の名義で同一または類似の専利権侵害行

為を組織して実行し、専利権者が懲罰的賠償制度の適用を請求し、かつ、先の確定判決の賠

償額算定方法を参考にして懲罰的賠償の算定基準を定めるよう主張する場合、裁判所は情状

に応じてこれを支持する。

23.専利権の効力と帰属紛争の審理との関係
【判決要旨】専利出願権または専利権帰属に関する紛争の本質は、当該発明に関する権益

の帰属を明確にすることにある。発明は必ずしも専利によってのみ保護されるものではない

ため、専利出願権または専利権の帰属に関する紛争案件の審理過程で、専利出願が取り下

げまたは拒絶、あるいは専利権が無効または放棄されたとしても、当該発明の権益の帰属の

判断に影響を及ぼすものではない。一般的に、裁判所は当該権益の帰属に関する紛争の審理

を続けるべきである。

24. 複数の労使関係の中での職務発明の専利権帰属の判断
【判決要旨】従業者が複数の会社と前後して労働契約を結び、その労働期間が一部重複

したことで、職務発明の専利権の帰属について争いが生じた場合、会社間で職務発明の専利

権の帰属について合意があるときは、その合意に従う。合意がないときは、労働関係を結

んだ順番を主に考慮し、各会社の投資額や貢献度、過失の有無等の要素を総合的に考慮して

専利権の帰属を定めることができる。

25. 技術の由来を理由とする専利権帰属の主張の処理
【判決要旨】元の会社が、専利技術案はその元従業者が在職中に完成した職務発明に由来

するものであることを理由に専利権の帰属を主張するとき、由来とされる技術案が当該専利

出願日前に公開され先行技術となっており、かつ、当該専利技術案が元の会社の職務発明に

該当せず、または契約上の定めによりその権益が元の会社に帰属するものでない場合、元の

会社が単に技術案間の派生関係のみに基づいて専利権の帰属を主張するとしても、これを認

めない。
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  26.専利権帰属の請求権原、及び他人の技術秘密に基づく専利出願を提出した後に正当な

理由なく取り下げた場合の損害賠償責任

  【判決要旨】1.  専利権帰属紛争案件において、元の会社が従業者の入社前に当該専利技術

案を完成していた場合、当該技術案は当該従業者が元の会社在職中に行った職務発明に該当

せず、元の会社は営業秘密等の他の請求権原に基づいて専利権の帰属を主張することができる。

2. 他人の技術秘密に基づく専利出願を提出し、専利出願の公開後に正当な理由なく専利出願

を取り下げた結果、当該技術秘密情報が開示または公知された場合、技術秘密の不正開示に

該当する。これにより技術秘密の権利者が当該技術秘密情報について専利出願権または専利

権などの権益を取得できなくなった場合、開示者は技術秘密の全価値を技術秘密の権利者に

賠償しなければならない。

27.上級管理職が職権を利用して会社の知的財産権を意図的に譲渡した場合の責任の認定

  【判決要旨】会社の上級管理職が職権を利用して、会社の知的財産権を著しく不当な低

価格で他者に譲渡し、さらにその他者が当該上級管理職と関連のある会社に無償使用を許諾

した場合、当該上級管理職およびその関連会社、並びに当該知的財産権を譲受した他者は共

同で会社の利益を損なう侵害行為を実施したと認められ 、連帯して賠償責任を負うものとす

る。

  28.発明者が刑事罰を受けても、法に基づく報酬や奨励金の受領に影響を及ぼすものでは

ない。

  【判決要旨】職務発明の発明者が、職務発明に関する専利権の不法処分により刑事罰を受

けた場合、そのことと発明者として職務発明に対する報奨や報酬を受けるべきか否かは、二

つの異なる法律関係に属するものであり、法に従って職務発明による報奨や報酬を受領する

ことに影響を及ぼすものではない。

29.捏造された専利に係わる権利の帰属紛争の処理

  【判決要旨】専利権帰属紛争案件において、当該専利出願または専利が偽りのない発明活

動に由来するものではなく、捏造・虚偽によって生じたものである場合、それは信義誠実の

原則に違反しているため、専利権の取得が認められるべきではない。いかなる者も違法行為

によって利益を得てはならないという法的基本原則に基づき、当事者が権利帰属の確認を求

める請求を支持すべきではない。

30. 専利書類に記載された発明者を変更する場合の発明者の認定

  【判決要旨】専利書類にある発明者に関する当初の記載は、通常、実際の発明者を認定

するための初歩的証拠であるが、当初の登録時の専利権者が申請により発明者に関する当初

の記載を変更した場合、変更後に記載された発明者のみに基づいて実際の発明者を確定する

ことは適当ではない。当初の登録時の専利権者が、変更後の発明者が実際の発明者であると

主張する場合には、当該発明者が研究開発に参加したことなどの関連証拠を提出しなければ

ならない。関連証拠を提出できない場合は、その主張は認められない。
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31.明細書の図面に関する著作権の帰属が専利権の帰属に与える影響、及び虚偽訴訟に関

連する専利権帰属紛争案件における合理的な費用の処理

【判決要旨】1.特許または実用新案の明細書に添付された図面が他人の著作権を侵害して

いるかどうかと、当該専利に係る発明の権利帰属とは、二つの異なる性質の法律関係に該当

する。たとえ当該専利明細書の図面が他人の著作権を侵害したとしても、これにより発明の

権利帰属に影響を及ぼすものではない。2.専利権帰属紛争案件が別件の虚偽訴訟に関わり、

被害者が当該虚偽訴訟により生じた合理的な費用は虚偽訴訟による不法な損害であり、虚偽

訴訟の責任者がこれを賠償すべきであると主張する場合、裁判所はこれを支持する。

32.先の知的財産権案件の審理状況が悪意ある知的財産権訴訟による損害賠償責任紛争に

与える影響

【判決要旨】悪意ある知的財産権訴訟における損害賠償責任紛争は、一般的に原告が主張

する悪意ある知的財産権訴訟の裁判終了と判決発効の後に処理する。しかし、悪意ある知的

財産権訴訟による損害賠償責任紛争は、性質上侵害行為に基づく訴訟であり、その案件の受

理および実体審理は、必ずしも先の知的財産権案件の裁判終了と判決発行を前提とするもの

ではない。記録上の証拠に基づき、先の知的財産権案件が悪意ある訴訟に該当しないと判断

できる場合には、直ちに判決を下すことができ、先の知的財産権案件の裁判終了と判決発効

を待つ必要はない。

33.専利権譲渡後に元の専利権者が無効審判を申し立てる行為の性質の認定

【判決要旨】元の専利権者が自らの専利権を譲渡した後、当該元専利権者、発明者または

その利害関係者が正当な理由なく当該専利権について無効審判を申し立てる行為は、信義誠

実の原則に違反する。

34.訴権放棄の承諾と案件の受理、及び単純な法定賠償の適用の回避

【判決要旨】1.訴権は民事主体が司法手続を通じて救済を求める基本的な権利である。

当事者が契約で訴権の放棄に合意したにもかかわらず訴訟を提起した場合、裁判所は依然と

して法に基づき受理しなければならない。2.専利権侵害紛争案件において侵害による損害賠

償額を算定するにあたり、できる限り単純な法定賠償の適用を避けるべきである。たとえ権

利者が法定賠償の適用を請求したとしても、裁判所はできる限り損害に関する事実を明確に

し、侵害による損害額、侵害による利益あるいはライセンス料を参考にして賠償額を算定す

べきである。

35.財産保全と称しながら実際には他者の行為を阻止することを目的とする保全は、行為

保全に該当する

【判決要旨】申立人が財産保全を名目として保全申立を行ったものの、その本質が裁判所

の保全措置を通じて被申立人に一定の行為を命じたり、一定の行為を禁止することにある場

合は、行為保全の申立として審査・処理すべきである。 
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36. 新製品ではない場合の製法専利権侵害の立証責任の転換

【判決要旨】方法専利権侵害紛争案件において、専利方法を使用して製造された製品は、

専利法上の新製品に該当しないが、被疑侵害製品と専利方法を使用して製造された製品は同

一の製品であり、かつ専利権者が被疑侵害者の専利方法の使用を合理的に立証する義務を果

たしており、当事者間の過去の取引関係や業界との関連性、被疑侵害者の専利方法に関する

知識、および専利権者の製品の機能、商標標識または市場評価に便乗した行為などの具体的

な情状を総合的に考慮すると、被疑侵害者が専利方法を実施した可能性が高いと暫定的に認

めることができる。こうした状況において、被疑侵害者が専利方法を実施していないと主張

する場合、自らの製品の製造方法が専利方法とは異なることを証明する反証を提出しなけれ

ばならない。

37.専利権の保護期間満了後に取得された証拠品は、侵害比較の証拠として採用できるか

【判決要旨】専利権者が、専利保護期間中および保護期間満了後も被疑侵害製品の技術案

に変更がないことを証明できる場合、保護期間満了後に取得された証拠を侵害技術の比較対

象とすることが認められる。

38. 専利権非侵害確認の訴訟における権利者の否認

【判決要旨】専利権非侵害確認紛争案件において、被告となる専利権者が、原告および案

件に係わる製品がいずれも自らの侵害警告の対象ではないと主張し、技術的対比を放棄した

場合、裁判所は直接、原告が当該専利権を侵害していないことを確認することができる。

39.製品製造者、川上の販売者は専利権侵害に関する行政裁定に利害関係を有するか否か

の認定

【判決要旨】専利権侵害に関する行政裁定により、販売者が販売した製品が専利権侵害製

品であると認定され、当該製品の製造者および川上の販売者が、自らが当該行政裁定と利害

関係を有するとして行政訴訟を提起した場合、裁判所はこれを受理すべきである。
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商標法改正　商標の管理と保護を強化　

  第十四期全国人民代表大会常務委員会第二十三回会議は6月26日、改正「商標法」を可決

した。同法は2027年1月1日から施行される。

  商標登録の規範化について、改正「商標法」に「商標登録の要件」に関する独立した章が新

たに設けられ、これまで各章に分散していた商標登録の要件が集められ、見直された。使用を

目的とせず、かつ通常の生産や経営活動の必要性を明らかに超える商標登録出願については、

登録を認めないこと明確にした。

  誤認を生じさせる登録商標の使用は、商標法執行部門が期限を定めて是正を命じ、違法営

業額が5万元を超える場合は、違法営業額の5倍以下の罰金を科すことができる。違法営業額が

ない、または違法営業額が5万元未満の場合は、25万元以下の罰金を科すことができる。誤認

を生じさせる登録商標の使用といった違法行為について、いかなる単位または個人も、商標管

理・商標法執行を所管する部門に苦情の申し立てや通報を行う権利を有する。

  企業の関連権益の保護を強化するため、海外での商標登録の審査・審理または商標案件の

処理において、商標が中国国内で関係する公衆に周知されていることを証明する必要がある場

合、当事者の請求に基づき、国務院商標管理部門は関連規定に従って商標の知名度を確認する

ことができることを明確にしている。

http://www.npc.gov.cn/npc/c2/c30834/202606/t20260626_455842.html
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第1回WIPOグローバル・アワードが発表
中国の受賞企業数が最多

第1回WIPOグローバル・アワードの授賞式が7月19日、WIPO加盟国総会の会期中に開催さ

れた。62カ国の272社の候補の中から5社が選出され、トロフィーを手にした。受賞企業はアル

ファベット順に、Hydraloop（オランダ）、Lucence（シンガポール）、瑞派寧（中国）、芯龍

光電（中国）、Splink（日本）の5社である。受賞企業数では中国が2社を占め、第1回WIPO

グローバル・アワードで受賞企業数が最多の国になった。

WIPOグローバル・アワードは、世界知的所有権機関が立ち上げた世界的な取り組みであ

り、知的財産を活用して国内外の経済成長、社会や文化の発展に貢献した企業や個人を表彰す

るものである。今回の受賞企業5社には、その企業の知的財産の事業化や活用を促進するため

に、個別指導プログラムをはじめ、WIPOによるさまざまな支援・サポートが提供される。

WIPOの公式サイトによると、今回受賞した中国企業2社は蘇州瑞派寧科技有限公司と上海

芯龍光電科技股份有限公司である。蘇州瑞派寧科技有限公司は2009年に設立され、放射線検出

器・イメージング機器の開発・製造を行っており、独自に開発した新型デジタルサンプリング

技術は世界をリードし、現在、米国、ドイツ、日本などで100件以上の特許を取得している。

上海芯龍光電科技股份有限公司は2010年に設立され、LED照明器具の生産・加工・販売を行っ

ており、中国工業・信息化部より「2021年科学技術型中小企業」に選ばれている。

https://www.cnipa.gov.cn/art/2022/7/20/art_55_176644.html
https://www.cnipa.gov.cn/art/2022/7/20/art_55_176644.html
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「AIによる音声の無断使用」をめぐる紛争 杭州市の
裁判所が司法判断で音声使用のレッドラインを画定

録音された音声素材を用いてAI学習によって合成された「新しい音声」は、法的保護の対
象になるのか。事業主が録音物の著作権を有する場合、退職した従業員の音声データを無断で
AI音声合成に使用するのは可能なのだろうか。

先ごろ、浙江省杭州市浜江区裁判所は、退職した従業員の音声をAI生成に使用したことを
めぐる人格権紛争案件について判決を下し、こうした疑問に対して司法判断で明確な境界を定
めた。2022年、原告の周氏は、ある文化・エンターテイメント企業に「バーチャルアーティス
ト」として入社し、ライブ配信や動画制作などを担当していた。在職中、同社は内部テストの
緊急性を理由に、周氏に対し「音声使用及びAIトレーニングプロジェクト」関連素材を収録す
るよう手配した。双方は正式な契約を結んでおらず、周氏は契約や使用許諾料について会社と
協議したものの、会社は明確な回答を示さなかった。

周氏は退職後、会社が自身の音声素材を無断で使用し、AIトレーニングしてプロジェクトの
キャラクター音声に使用していることを知り、当該行為は自身の声の権利を侵害し、人格権の
侵害に当たると主張した。一方、被告は、周氏が収録した音声などの録音物について著作権等
を有しており、合法的使用であると弁明した。

本件の争点は、AIによって処理された音声が声の権利の保護範囲に該当するか、また、録
音物の著作権と人格権の境界をどのように明確化するかにある。

『中華人民共和国民法典』の規定によると、自然人の音声に関する保護については、肖像権
の保護に関する規定が準用され、識別可能性を法的保護の前提条件とする。本件では、AIによっ
て処理された音声が周氏の口調や発音スタイル等と一致しており、一般の人々が周氏本人であ
ることを正確に識別するに十分である。従って、当該音声は周氏の音声に関する権益の保護範
囲に属し、法的保護の対象となるべきである。

同時に、被告の文化・エンターテイメント企業が、周氏が収録した録音物について著作権等
を有していたとしても、知的財産権の帰属に関する合意には人格権は含まれておらず、よって
周氏の音声をAI処理して使用することを被告に許諾する権利も当然含まれていないことにな
る。当該企業が周氏本人の同意を得ずに、侵害被疑の動画やソフトウェアキャラクターにAI処
理した音声を使用する行為は、周氏の声の権利の侵害となる。

最終的に、杭州市浜江区裁判所は、被告の企業に対し、侵害行為の差止め、損害賠償として
2万元（約46万円）の支払い、および書面による謝罪声明の提出を命じた。一審判決後、当事
者は上訴しなかった。

杭州市浜江区裁判所・白馬湖法廷（データ知的財産権法廷）の倪暁花裁判長は、「本件は、
デジタル時代における人格権保護の課題を浮き彫りにするとともに、AI応用シーンにおける人
格権保護の明確な境界を示すものである」と述べ、音声、顔、指紋などの生体情報は、いずれ
も極めてセンシティブな個人情報であり、自由に複製可能な「デジタル資源」ではなく、人格
権は技術の進歩によって損なわれるものではないと語った。

https://www.chinanews.com.cn/sh/2026/06-30/10650249.shtml
https://www.chinanews.com.cn/sh/2026/06-30/10650249.shtml
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報告：中国のエンボディドAI市場　
年平均成長率22～23％に

『中国エンボディドAI産業発展報告（2026）』が7月2日、上海で発表された。同報告書

によると、中国はすでに世界で最も急成長しているエンボディドAI市場の一つとなっており、

複数の研究機関の試算では、中国のエンボディドAI市場規模は2018年の約2133億元（約5.1兆

円）から2026年の1.09兆元（約26兆円）へと拡大し、年平均成長率は22％~23％に達する見通

しである。

当日、2026上海国際エンボディドAI産業博覧会（CIEI 2026）の開幕式で、中国機電一体化

技術応用協会と上海市国際展覧（集団）有限公司が共同で上記報告書を発表した。報告書は、

エンボディドAIが、AIとロボット技術が深く融合した最先端分野であり、大規模言語モデルに

続く次世代AIのパラダイムと見なされていると指摘する。中国のエンボディドAI産業を分野別

に見ると、産業用ロボットが最大シェア（約45％）を占め、サービスロボットがこれに続き

（約25％）、特殊用途ロボットが約15％を占めている。人型ロボットは現時点でシェアが最も

小さい（約5％）ものの、成長率は最も高く、将来的に最大の成長エンジンになると広く見込

まれている。

報告書によると、中国は、エンボディドAI分野において、バリューチェーン全体にわたる産

業基盤を有している。コアセンサー、サーボモーター、高調波減速機から、完成品の組立、

アルゴリズムの適用に至るまで、高度に集積した産業クラスターが形成されている。長江デル

タ地域と珠江デルタ地域における部品産業の集積効果により、新製品プロトタイプの改良スピ

ードは欧米諸国を大幅に上回っており、中国のエンボディドAI産業のコスト面での競争力は特

に顕著で、総合的な製造コストは海外と比べて30~50％低い。

https://www.chinanews.com.cn/cj/2026/07-02/10651284.shtml
https://www.chinanews.com.cn/cj/2026/07-02/10651284.shtml
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スマートファームを視察
AIはどのように農作業を行うのか

先頃、広州極飛科技のスーパーファームにおいて、遠隔監視画面を通して次のようなシーン

を目にした。作業員が畦道でスクリーンを軽くタップして指示を送信すると、電動バルブが自

動で開き、水と肥料がドリップ灌漑用のパイプを通じて作物の根元にゆっくりと供給された。

作業員は手動でバルブを開けに行く必要がなく、施設内の展示ホールや休憩エリア、さらには

農場の外からでもスマートフォンで灌水・施肥一体型スマート灌漑システム全体を遠隔操作す

ることができたのだ。

紹介によると、「スーパーファーム」は、「スーパー水田」「スーパー果樹園」、およびス

マート農業試験圃場などで構成されている。「スーパー水田」は水稲の完全「無人化」栽培モ

デルを目指し、水田の管理をより科学的にし、人件費の削減を図る。「スーパー果樹園」は主

に山間部や丘陵地で製品と技術を活用し、険しい地形での機械化の課題解決を探る。スマート

農業試験圃場は新しい技術や製品の検証に用いられる。

極飛科技の広報マネージャーである妥紅艶氏によると、春の農繁期には、スーパー水田

にある農業用ドローン1機が半日ほどで180ムー（約12ヘクタール）の播種作業を完了できると

いう。農業用ドローンは散布・播種・測量・運搬の四つの機能を備え、障害物回避機能も搭載

しており、離着陸地点の異物を認識して自動でホバリングし、異物が除去された後に自動で着

陸する。ミリ波レーダーとAI技術の組み合わせにより、複雑な環境でも安定した効率的な作業

を維持できる。

「AIは『農業のあり方』を新たに定義しつつある。灌水・施肥一体機は電動バルブと連動

し、灌漑と施肥を同時に行うことで、従来のような全面的な浸水灌漑や手作業による追肥といっ

た重労働から解放される」と、極飛科技スーパーファームの運営責任者の葉永輝氏は説明す

る。

農家は播種に先立ち、高精度の地図を使用して圃場の境界を定め、農地の境界線やドローン

の飛行パラメータを設定し、AIが最適な飛行経路を自動生成し、作業工程を自律的に実行す

る。病害虫対策の作業時には、「AI処方図」により農薬散布を全面散布から精密散布へと変

え、農家を反復的な作業から解放するだけでなく、生産効率を大幅に向上させる。「現在、す

べての機器はスマートフォンの管理システムで操作できるようになっている」と葉氏が紹介し

た。

農業の「耕す・種をまく・育てる・収穫する」の4つの工程すべてにおいて、巡回ドローン、

圃場のスマートバルブ、スマート灌水・施肥管理システムなどが人力に代わって作業を行って

いる。AIのアルゴリズムがデータ分析を行い、灌漑・施肥・農薬散布の科学的根拠を提供して

いる。

https://www.xinhuanet.com/20260702/1b0df2fdeb084412bebc1acce1eca8a9/c.html
https://www.xinhuanet.com/20260702/1b0df2fdeb084412bebc1acce1eca8a9/c.html
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広州のスマートファームは一カ所だけではない。従化区にある1000ムー（約67ヘクタール）

の香米無人農場は、北斗衛星測位システムを活用し、耕作・播種・育成・収穫の全工程の無人

化を実現している。艾米稲香小鎮（アイミー・ダオシャン小鎮）は5G、IoT、AI技術を組み合

わせ、「農業＋テクノロジー＋観光」を融合したスマート農業のモデル事例を築いている。増

城区の「伏羲農場」では、「鴻鵠」シリーズのスマート農業機械・機器の適応性研究開発を進

め、丘陵地域の農業生産スマート化ソリューションを構築している。

現在、広東省は、テクノロジーによる強化、農業用装備による支援、そしてサービスによる

下支えを統合した全チェーンシステムを構築し、AI技術とスマート農業機械製造といったハー

ドパワーと農業機械の社会化されたサービスのソフトパワーと深く融合させている。スマート

農業のエンパワーメントにより、農業における新たな質の生産力を継続的に育成し、伝統的な

農業を技術力、ブランド価値、発展可能性をそなえた成長産業へと変えている。
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